
 

別紙１ 

 

氷川町公民館及び宮原体育館指定管理者管理業務仕様書 

１ 趣旨 

  本仕様書は、氷川町公民館及び宮原体育館（以下「公民館等」という。）の管理運営について指定

管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めるものとする。 

 

２ 対象施設の概要 

（１）名称 

   ①氷川町公民館 

   ②宮 原体育館 

（２）所在地 

   熊本県八代郡氷川町宮原６９０番地２ 

（３）建物概要 

   ①氷川町公民館 

     起工 昭和５８年９月 ８日 

     竣工 昭和５９年３月３１日 

     構造   鉄筋コンクリート造 

     階数   地上２階建 

敷地面積 １８，４９１㎡ 

     建物面積 １階 １，００４㎡ ２階 ４５０㎡ 

          ペデストリアンデッキ １９１㎡ 

     施設内容 

     １階：多目的ホール、会議室、調理室、和室１、和室２、男女トイレ、ロビー 

     ２階：事務室、館長室、研修室Ⅰ、研修室Ⅱ、研修室Ⅲ、男女トイレ 

 

   ②宮原体育館 

     起工 昭和５８年９月 ８日 

     竣工 昭和５９年３月３１日 

     構造   鉄筋コンクリート造 

     階数   地上３階建 

     敷地面積 ３，３３６㎡ 

     建物面積 １階（駐車場） １，５３３㎡ 

          ２階 １，５１３㎡（アリーナ１，１１３㎡） 

          ３階 ４６２㎡（卓球場１８８㎡） 

     施設内容 

     １階：駐車場（駐車台数６４台） 

     ２階：アリーナ（バレー２面、バスケット１面、バドミントン６面）、ステージ、更衣室 

        男女トイレ、倉庫 

     ３階：卓球場（４面） 



 

３ 開館時間及び休館日 

（１）開館時間 

   ①月曜日から土曜日まで  

午前９時から午後１０時まで 

   ②日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

      午前９時から午後５時まで 

（２）休館日 

①毎月第１日曜日 

②年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

 

４ 法令等の遵守 

  公民館等の管理にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令等を遵守すること。 

①地方自治法２４４条第２項及び同３項 

②氷川町公民館条例、同施行規則 

③氷川町体育施設条例、同施行規則 

④地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

⑤労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

⑥社会教育法、同施行令 

⑦水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行規則、電気事業法その他施設、設備の維 

持管理又は保守点検に関する法令 

⑧協定の期間中に法令等に改正があった場合は、改正された内容を遵守する。 

⑨その他関係法令 

⑩その他 

 ・指定管理業務の実施にあたり作成し又は取得した文書等は、適正に管理し、５年間保存 

すること。指定期間を過ぎた後も同様とする。 

・指定管理者は、業務の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑 

制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理に努める 

こと。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

 

５ 業務内容 

   指定管理者は、氷川町公民館条例並びに氷川町体育施設条例（以下「条例」という。）及び条 

例に基づく規則等関係法令の内容を十分に理解し、良好な衛生環境を心がけ清掃業務と適切な 

管理運営を行うこと。 

（１）公民館等の清掃及び安全管理等に関する業務 

  ①清掃等について 

   ア 公民館等の植栽等管理業務（低木剪定） 

   イ 公民館等の施設内外すべての定期清掃等 

   ウ 公民館等の夜間警備業務 

   エ 宮原体育館アリーナ・ステージ等の清掃並びにドレッシングオイル塗布業務 

   オ 駐車場の定期的な草刈り並びに除草剤散布業務 

   カ その他、教育委員会が指示した業務 



 

（２）公民館等の使用許可に関する業務 

  ①施設の予約・受付について 

   ア 公民館等の利用許可申請書の受付を行う。 

   イ 公民館等の利用申請書を確認し、利用許可書を交付する。 

   ウ スポーツ大会やイベント等に係る公民館等の年間調整を行う。 

   ※利用許可の優先順位については、氷川町、教育委員会、氷川町スポーツ協会等が主催する行

事を最優先とすること。 

   ※利用許可の優先順位に応じて、適正な時期に利用調整を図ること。なお、詳細については、

教育委員会と十分協議すること。 

  ②使用料について 

   ア 使用料について 

     公民館等の使用料を徴収する。 

   イ 使用料の減免について 

     公益上特に必要があると認められるときは、使用料を減額、又は免除することができる。 

     町長が定めた減免区分については、減免又は免除をしなければならない。 

   ウ 使用料の還付 

     原則として、既納の使用料の還付はできない。ただし、条例の規定に該当する場合は、そ 

の全部または一部を還付することができる。 

  ③利用許可の取り消し等について 

    指定管理者は、条例に基づいて該当する者に対し、利用の許可の取り消し又は利用を制限す 

ることができる。 

（３）公民館等の施設及び維持管理・修繕に関する業務 

    指定管理者は、公民館等を適切に管理運営するため、毎日巡回による点検を行い利用者等の

安全を確保するとともに、美観の維持に努めること。 

    また、指定管理者は、公民館等において劣化・損傷を発見した場合、速やかに教育委員会に 

報告するとともに、募集要項のリスク分担表に基づき対応すること。 

①建築物及び設備等の保守管理について（法令等の定めに伴うもの） 

   ア 公民館等の自家用電気工作物保安管理業務 

   イ 公民館等の消防用設備等点検業務 

   ウ 公民館等の防火設備点検業務 

   エ 公民館等の特殊建築物検査業務 

   オ 公民館等の特殊建築物検査業務（３年毎） 

（４）指定管理者が公民館等の管理上、必要と認める業務 

①備品管理業務 

   ア 指定管理者は、教育委員会の所有する備品については、関係例規に基づき適切に管理す

ること。 

   イ 指定管理者は、教育委員会の所有する備品については、利用に支障を来さない管理を行

うとともに、不具合が生じた場合は、速やかにその改善が図られるよう適切に対処するこ

と。 

ウ 指定管理者が自ら購入し、所有する備品については、自ら管理規定等を作成し、教育委 

員会の所有する備品と区別して適切に管理すること。 



 

エ 指定管理者が、委託料以外をもって備品等を設置しようとする場合は、あらかじめ教育 

委員会に協議し承認を得るものとする。 

オ 教育委員会が指定管理者に対して指定管理料により備品等を購入させるときは、購入後 

の備品等は教育委員会の所有に属するものとする。 

②修繕等の費用負担区分 

   施設、設備、備品等が破損、損壊または老朽化などした場合で、安全または管理運営上、

直ちに修繕及び改修を行う必要がある場合は、指定管理者は早急に修繕及び改修の検討及び

見積徴取を行い、その結果をもとに早急に修繕及び改修を実施すること。 

   ただし、指定管理者が行う修繕及び改修は１件あたり２万円未満とし、１件あたり２万円

以上が見込まれる修繕及び改修は、教育委員会との協議のうえ決定し、教育委員会の負担で

行うものとする。 

③危機管理に関する業務 

  ア 地震、火災等あらゆる緊急事態における利用者の避難誘導、安全確保、必要な通報等の

対応について行動マニュアル、緊急連絡等を定め、職員に周知徹底すること。また、不測

の事態には遅滞なく適切な措置を講じたうえ、教育委員会をはじめ関係機関に通報するこ

と。 

  イ 防火管理者の設置、消防計画の作成、定期的な避難訓練の実施、消防用設備等の点検・

整備等、消防法等の規定を遵守し適正な防火管理を行うこと。 

  ウ 非常放送設備や消火器、ＡＥＤ（自動体外式徐細動器）等の操作に精通し、初期消火や

来館（場）者の避難誘導、一時救命処置等を適切に行えるよう、職員の訓練、研修等を実

施すること。 

  エ 警察、消防等に出動要請が必要な緊急事態が発生した場合には、直ちに教育委員会に連

絡すること。 

  オ 氷川町公民館及び宮原体育館は、自然災害等発生時における避難所に指定されているた

め、町が設置する災害対策本部の指示があった場合は、通常利用を直ちに中止し、避難所

の開設、避難者の受け入れ等、避難所としての機能を最優先させるとともに必要な対応を

行うこと。 

④損害賠償責任 

  ア 指定管理者の責に帰すべき事由により、教育委員会又は第三者に損害を与えた場合に

は、指定管理者がその損害を賠償すること。 

  イ 事故発生時には、直ちにその旨を教育委員会に報告すること。 

⑤苦情等の対応 

   施設の管理に関する利用者からの苦情、トラブル等（以下「苦情」という。）については、 

迅速、適切かつ親切に対応し、処理経過等の記録を月次報告の際に教育委員会へ報告するこ

と。 

   なお、町政に直接関係するもの、教育委員会との調整が必要なもの、その他緊急性の高い 

ものは、速やかに教育委員会に報告すること。 

（５）指定管理者が行う自主事業について 

    ア 指定管理者は、施設の有効活用の観点から施設利用が少ない時期、時間帯を活用し、 

積極的に自主事業を企画し実施するものとする。ただし、経費については、指定管理者

が負担するものする。 



 

    イ 指定管理者により自主事業を実施する場合は、その内容について事前に教育委員会と 

協議を行うこと。 

 

 

６ 事業報告等の作成 

（１）事業計画書等の作成 

    指定管理者は、毎年度、事業計画書等を作成すること。 

（２）事業報告書の作成 

     指定管理者は、毎年度、下記の事業報告書を作成すること。 

報告書に記載する内容は以下のとおりとし、書式については、教育委員会と指定管理者 

で協議のうえ定めることとする。 

    ア 月次事業報告書（毎月終了後、翌月１０日までに教育委員会に報告） 

     ・利用実績（利用者数、利用団体、収入状況等） 

     ・利用者からの苦情、要望等とその対応 

     ・修繕の発見箇所の報告及び実績報告 

     ・その他教育委員会が必要と認める事項 

イ 年間事業報告書（毎事業年度終了後５０日以内に教育委員会に報告） 

     ・利用実績（利用者数、利用団体、収入状況等） 

     ・管理業務の実施状況 

     ・収支計算書 

     ・修繕の実績報告書 

     ・その他教育委員会が必要と認める事項 

（３）報告・調査・指示への対応 

    ア 指定管理者は、業務を行うにあたり作成又は収受した文書、管理運営及び経理状況に 

関する帳簿類、管理運営業務の作業、実施状況等の記録類並びに記録写真等は業務ご 

と・年度ごとに整理し、保管すること。また、教育委員会から資料の提示を求められた 

ときには、速やかに報告すること。 

    イ 指定管理者は、教育委員会から施設、備品、各種帳簿等の調査を求められたときに 

は、実地検査を受けること。 

ウ 指定管理者は、教育委員会から業務に関する指示を受けたときは、それに従うこと。 

    エ 教育委員会は、指定管理者が業務改善の指示に従わない場合、指定を取り消すことが 

できるものとする。 

 

７ 管理業務に対する委託料の支払い等 

（１）委託料 

     教育委員会は、指定管理者と締結する協定書の額を委託料として支払うものとする。委託 

料は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに支払うこととする。時期や方法 

は、別途「協定」において定める。 

    

８ 管理が困難となった場合の措置 

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により、適切な施設の管理が困難になったと認められる



 

場合は、又は指定管理者の財政状況が著しく悪化し、施設の管理が困難と認められる場合

は、教育委員会は指定管理者の指定を取り消すことができるものとする。 

   なお、この場合、教育委員会に生じた損害は、指定管理者が教育委員会に賠償しなければ

ならない。 

（２）不可抗力その他、教育委員会は指定管理者の責めに帰することができない事由により、施

設の管理が困難となった場合は、教育委員会と指定管理者は、管理の継続の可否について協

議を行うものとする。 

   なお、協議の結果、当該指定管理者により施設の管理が困難と判断した場合は、教育委員

会は指定管理者の指定を取り消すことができるものとする。 

 

９ 管理体制 

（１）施設の管理業務について、総括的な責任を持ち、利用者や外部に対して施設等を代表する

管理責任者を指定すること。 

（２）管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法等関

係法令を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形態に応じた適正な人数の職員を配置

するため、必要な有資格者や経験者等適正な職員配置に努めるとともに、各種業務における

責任体制を確立すること。 

（３）職員の勤務体制は、施設等の管理運営に支障がないように配置するとともに、利用者の要

望に十分応えられるものとすること。 

（４）職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技

術の習得に努めること。 

（５）氷川町公民館及び宮原体育館消防計画に基づき、消防計画書を作成するとともに避難訓練

等を年２回実施すること。 

 

１０ 留意事項 

   指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、公民館等の管理について定めのない事

項又は質疑が生じた場合は、教育委員会と協議のうえ解決するものとする。 

 

 

 


